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ln this papcr,the results ofan4ysiS Ofdisaster management entities cstablished at municipal govenlments h the

evcnt of natural di`∞ ters in Japan will bc reported.Specincally,thc paper will discuss tte case of a disastcr

managemcnt headquartcrs at the Oiiya city goverlmcnt in the eventofthe Niigata Chuetsu Etthquakc,and the casc

ofa similar entity in the SaniO City h thc cvent ofthe torcntial rain.The deSign Ofa standard EOC systcm suitable

for our∞uno in refercncc to the EOC system in the United States will also bc proposed in this paper bascd on the

analysis ofp,sent Status Ofdisaster managemcnt authoFitieS in our coun● .
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1.は じめに

近年,今 までにも増 して自治体の危機管理体制の強

化・ 充実への社会的な要請が高ま りつつある.そ の要因

の一つとしては,自 然災害の多発に加え,地下鉄サ リン

事件 (1995年3月 ),3SE事 件 (2001年)等の事故・事件

など,危機事態の頻発化,原因の多様化
1)が あげられ ,

自治体の対象 とするハザー ド自体が広範化 していること

による また,わが国では 「国民保護法」が2004年 6月 に

制定された.同法では,「武力攻撃事態等」を,わが国

が想定を要する新たな危機 として対象化 している。その

ため,自 治体にはこの新たな危機を包含 した危機管理体

制の整備,充実が必要 とされていることも一因である.

一方,わが国の自治体の危機管理体制の現状をみると,

組織の役割が従来の防災行政 といつた分野からテロ対応

なども含む危機管理全般に拡大 されつつあり',ま た ,

多 くの都道府県レベルの自治体では常設の災害対策セン

ター。)が整備 されてきている.しかし,わが国には,未
だあらゆる危機事態を視野に入れた一元的な危機管理体

制の概念は確立 していない。また,首都直下地震や東

海 。東南海地震など広域にわたる災害時には,自 治体間

の相互連携や応援受援などによる対応が必要 となるため ,

広域的な対応をも可能 とする体制整備が必要 となるが ,

自治体間で共通の考え方や仕様に基づく危機管理体制は

確立されてお らず,そ の対応基盤 としての災害対策セン

ターに至っては整備状況自体が自治体間で異なるの
.

こうした現状から,多 くの自治体では,広範で多様な

危機に対 して迅速かつ効果的な対応を可能 とし,共通の

概念に基づ く米国型 IёS(Incident Conlmand System)の 導

入が検討 されてきている。しかしながら,ICSの 概念を,

如何に具体化 し既存の危機管理体制に適用するかは,研
究分野でも検討が始まったばか りで,ま た,組織構造一

つ とつても,わが国の自治体では通常の行政組織の業務

区分をもつて災害対策組織が構成 されているため,米国

型ICS型の組織構造を即時に適用することは難 しい°
.

言 うまでもなく,時々刻々変化する中で大小様々に生

じる対応ニーズには,防災関係機関間の調整・連携によ

り総力をもつて向き合 う必要があり,迅速な情報活動 と

状況分析を踏まえて適切な意思決定と具体的な対処を行

うことを可能 とした体制やその対応基盤 としての災害対

応中枢拠点が必要である。この点,米国では,危機対応

を行 う拠点としてのEOC(Emergency Operation Center)を



整備 し,ICSの 概念を空間機能に反映するとともに,新 し

い現実を効果的に把握 し,関係機関間で情報を共有 し,

状況認識の統一を行い,迅速かつ効率的な対応を行 う体

制 と対応の場の機能を確立 している.これ らは,一元的

な危機管理システムに基づく体制 とその基盤 となる災害

対策センタニのあり方を模索するわが国の実状を踏まえ

ると,十分学ぶところが多いものと考えられる.

2.本 研究の 目的 と本稿の報告事項

本研究は,欧米諸国で採用 され,その有効性の示され

ているICSの わが国への導入を視野に入れ,ま た,ICSの
概念に基づくEOC(Emergency Operation Center)に 学びつ

つ,わが国の危機管理体制や対応の実態に即 した一元的

でかつ標準的な危機管理体制に基づ く災害対策センター

のあり方について検討することを主目的としている。

わが国の災害対策センターの整備の現状や課題,運用

の体制や運用実態を踏まえ,如何にして効果的な整備を

行い運用を具体化するかは,これまで未検討であつたと

い う現状か ら,まず,筆者 らの研究グループめ は自治体

の災害対策センターの整備の現状や課題,危機対応で利

用 される情報処理についての現状把握を目的とし,全国

47都道府県 と13政令指定都市を対象 としてアンケー ト調

査を実施 した。

本稿では,米国型EOCの特徴を紹介するとともに,先行

論文りに加えて,先のアンケー ト調査結果の分析 より得

られたわが国の災害対策センターの現状,及び,今般実

施 した災害時の災害対策センターの運用実態調査より明

らかとなつた事項を示す。また,調査結果とICSの 基本機

能やその概念に基づくEOCと の空間配置の比較を通 じて ,

わが国の危機管理体制や対応の実態に即 した災害対策セ

ンターのあ り方を検討 し,そ の結果から認められた事項

について報告する.なお,本研究の結果明らかとなった

事項を踏まえ,IёSの導入ツール として市町村 レベルの

EOCの標準的な空間構成を一例 として提案する。

3.米 国型危機管理セ ンターの特徴

(1)lCSの 概念に基づく組織構造とEOC

米国型のICS(Incident Colnlnand System)は ,危機対応

とい う観点から必要な業務を①指揮調整 (Comllland),②

事案処理 (Operation),③作戦情報(Planning),④ 資源

管 理 (Logistics),⑤ 財 務 管 理 (finance and

administratiOn)の 5うに区分し,さ らに,各機能に関わ

る詳細な組織をそれぞれ明確化するとともに,標準化し

ている.ICSの 5つの機能に関わる組織の編成を図 19に

示す .

また,ICSに基づく危機への対応業務を行う拠点として,

EOC(Emergency Operation Center)を 自治体毎に整備し,

その役割を明らかにしている.こ のEOCの 特徴は,ICSに
基づく組織運営形態が,EOCの 空間配置,情報管理システ

ムに具現化されていること,情報管理の一元化が図られ

ていること,災害対策の役割を担 う各業務の責任者,担
当者が一つの場所に集い,効率的かつ効果的な危機管理

対応を可能にしていることがあげられる.

(2)EOCの 空間配置と運用上の特徴

米国カリフォルニア州では,1980年代以降,標準的な

危機管理システムの導入がはかられ,これに基づくEOCの

整備が進められてきた。EOCの一例として,現地調査を行

つた同州のオークラン ド市,及び,ア ラメダ郡のセンタ

ーの空間配置構成を図2,3に それぞれ示す
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米国の自治体では,災害時には,首長以下,図 1に示

した各部門の長,各係の長など幹部クラスの職員,及び ,

各係の業務遂行に関係するスタッフなど,災害対応にあ

たる職員が通常の庁舎を離れ,EOCで執務を行 うことを前

提としている.こ のためEOCに は,市の幹部職員ならびに

各セクシヨンが実際の執務を行 う小部屋が設置 されてい

る.施設の仕様や施設が有する規模に応 じて,空間配置

の状況や各部屋の名称,割 り当てられる部屋の規模や部

屋数は,自 治体によって多少異なるものもあるが,EOCを

構成する各部屋の有する機能は,標準化 されている組織

運営形態 と必然的に整合 しているため,いずれの自治体

も共通 している.こ の長所 としては,自 治体間や外部機

関との相互連携や応援受援に非常に有効であることがあ

げられる.つまり,誰でもが各部屋で発生 している業務

の役割を認識 しやすく,ま た,EOCの構成全般が共通の仕

様 となっているため,例えば他の自治体から応援等に駆

けつける災害対応支援者が, どこのEOCに行つても容易に

災害対応業務を行 うことが可能 となっている.

図2:3か らもわかるように,いずれの市・郡も,主 と

して中央に指揮司令室 (Situation room)が 設けられ ,

その周 りを取 り囲むように,事案処理,資源管理,情報

作戦,財務管理に関わる執務スペースを整備 している.

危機事態発生時には,指揮司令室 (Situation room)

に指揮・調整官 (Policy Maker,Situation Coordinator)

が常時配置 され,危機管理対応全般を管理する.ま た ,

配置 された事案処理,資源管理,情報作戦の各部門の担

当者 との継続的な調整を行い,次々に発生する事案に対

して:戦略的に対応の方向を明示 し,迅速かつ適切な意

思決定により,効率的に現場の具体的な対応に繋げると

い う役割を担つている.ま た,こ こには,他の部門や外

部 機 関 との連 携 に饂 齢 が 生 じな い よ う リエ ゾ ン

(Lias品)をおき,指揮司令スペースで調整 。決定され

た事項などを,外部機関等に適切に通報するとともに,

相互調整をはかれるよう配置 している.一方,多 くのス

タッフは,事案処理 (Operation,各 Ops),資源管理

(Logistics,  ResourcO Unit),  1占 幸長′卜単曳 (Planning

lntelligehce,  Policy  Conference  room,  Situation

Analysis),財 務管理(Finance Section),な どそれぞれ

の機能に割 りあてられた各諸室で,各部門・係に与えら

れた業務を行う.

4.都道府県の災害対策センターの整備の現状

わが国の都道府県 。政令指定都市レベルにおける災害

対策センタァの整備概況,及び,整備,維持,管理上の

問題点については,先行論文めで明らかにした。.し かし,

先の報告では,セ ンターを構成する各諸室がそれぞれど

れほど整備 されているかについて触れるに留まってお り,

自治体が災害対策の方針を定め,意思決定を行い災害対

策業務全般を遂行するための機能の有無 とい う観点から,

その整備状況を明らかとはしていなかつた .

ここでは,13政令指定都市に比べ,専用のセンターの

整備率が高 く,わが国のセンター機能の整備状況に係る

傾向の把握を可能 としている47都道府県を対象 として ,

特に災害時に重要事項の審議及び意思決定を行 う会議の

場 としての 「災害対策本部室 (以下,「本部室」 とす

る)」 と災害情報の収集・処理・伝達,災害対策活動全

般の立案等を行 う災害対策事務総括の場 としての「災害

対策本部事務局室 (以下,「本部事務室」 とする)」 の

2つの重要諸室に着 日して,それぞれの諸室がどのよう

な関係で整備 されているかを分析 した。また,特に,専
用の「本部室」或いは 「本部事務室」を有 しておらず ,

会議室など常設の空間を活用 して,災害時にそれぞれの

室を確保す ることを考えている (以 下,「転用」 とす

る)団体に関 し,各室の機能の確保をはかるための準備

の有無を把握するため,運用マニュアルの整備状況を整

理 した.「本部室」,「本部事務室」の関連から見る整

備実態,及び,それぞれのマニュアルの整備状況との関

係性を明らかにした結果を表 1に示す.さ らにここでは,

各団体から提供頂いた「本部室」及び「本部事務室」の

配置図や配置計画図,それぞれ機能を紹介したパンフレッ

ト等121を 参照し,それぞれの室が有する機能について確

認した.この結果;明 らかになった事項を以下に示す。

(1)「本部室」及び「本部事務室」の整備実態

a)整備の実態    ‐

「本部室」,「本部事務室」のいずれかを専用室とし

て整備している団体は 34団体 (72.4%)に のぼる。この

うち,① 「本部室」,「本部事務室」の両方を専用室と

している団体は 13団体 (27.7%),② 「本部室」だけを

専用室としているのは 19団体 (40.4%),③ 「本部事務

室」に限つて専用室としている団体は 2団体 (4.3%)で
ある。この結果,本部会議機能をもつ「本部室」を整備

しているのは,32団体 (68.1%)と なる.一方,「本部

事務室」を整備しているのは 15団体 (32.0%)に 留まっ

ており,わが国の都道府県レベルでは,会議機能をもつ

「本部室」に整備の重点が置かれ,「本部事務室」の専

用室としての整備は極めて低いことがわかる。

b)転用室に対する運用マニュアル準備状況
「本部室」,「本部事務室」の両方の運用マニュアル

を整備しているのは 11団体 (47都道府県を母数とした

整備率は 23.4%),「本部室」のマニュアルを整備して

いるのは 47団体中 16団体 (34.0%),「本部事務室」

のマニュアルを整備 しているのは 47団 体中 15団体

表 1 「本部室」と「本部事務室」の関連から見る整備実態,及び,マニユアルの整備状況

施設整備状況

「本部室」,「事務室J

の運用マニュアル両方
有

「本部室Jの運用マニュ
アルのみ有

「本部事務室」の運用マ
ニュアルのみ有

団体数 整備率

(%)

団体数 整備率

(%)

団体数 整備率

(%)

団体数 整備率

(%)

①両方を専用の室として確保 27 7 2 2 1 77

②「本部室」だけ確保 2 2

③「本部事務室Jだけ確保 2 0 0

④両方を常設空間を活用 (転用) 7 1 1

計 4



(32.0%)で ある.こ の結果から両室の運用マニュアル

の整備率は,いずれも低いことがわかる。

次に,「本部室」,「本部事務室」のいずれか,或い

は両方を転用 して,整備.を考えている団体のマニュアル

等の整備状況を考察すると,「本部室」を転用で考えて

いる 15団体 (32.0%)の うち,8団体 (53.3%)は 運営

マニュアルの整備を行い,ま た,「本部事務室」を転用

で考 えてい る 32団 体 (68.1%)の うち,12団 体

(375%)の みが,事務室運用マニュアルの整備を行つ

ている よつて「本部事務室」を転用 としている団体に

おける 「本部事務室」運用マニュアルの整備は特に低い

ことがわかる.

(2)「本部室」,「本部事務室J構成機能の整備実態
「本部室」,「本部事務室」のいずれかを専用室 とし

て整備 している団体の うち,提供頂いた配置図をもとに ,

配置を構成する機能の分析・整理を行つた:そ の結果 ,

「本部室」を専用室で有する 32団体のうち,配置図を提

供頂いた 20団体の全てが共通 して,本部長,本部員によ

る会議を開催するための会議機能を有する空間の構成で

あることが確認 された.同様に 「本部事務室」を専用室

で有する 15団体のうち,配置図を提供頂いた 12団体の

構成を整理 したところ,9`団体が共通 して,災害情報の

収集・整理・分析・伝達や対策の立案を行 う情報 。指令

機能を有 していることが見 られた。しか し,「本部事務

室」を構成するその他の機能に関しては,団体によつて

は,「本部事務室」に災害対策組織の各部門のスタッフ

を配置できるようにしPC等 の設備を準備 しているものも

あれば,災害対策主管部局のみが参集できるもの,全 く

それ以外の機能を有 しないものなど様々で,12団体とも

これ以上の共通性は見られない .

なお「本部事務室」の情報機能について, どのような

情報が収集可能かについて,ア ンケー ト結果 とパンフレ

ット等を参考に確認 したところ 15団体とも被害に関わる

情報の収集をシステムを整備 していることがわかった。

しか し,人的資源,物的資源や災害時の対応活動状況に

関わる情報について収集・集約する機能を有するのは 1

団体で,かつ,収集項 目も限 られていることがわかつた .

(3)ま とめ     ‐

わが国の災害対策センターの整備実態の課題 として ,

先に報告 した課題めと今般整理 した結果か ら明 らかとな

った事項をまとめると次の事項が示せる.

a)先に報告 したセンター整備上の主な課題
。わが国では,災害時にどのようにセンターを機能 させ ,

運用 していくのかを明確にしたマニュアル等の整備が

全般的に遅れている.

・わが国では,セ ンターの空間整備面で空間の狭小性や

普段は別の目的で活用 している空間を災害時に転用 し

て利用するなどの問題があ り,利用 目的や果たすべき

機能 を満た していない 自治体が多い.さ らに施設整

備 。運用面の課題 として更新,維持管理面にコス トが

かかるため整備ができない,整備が進まないとする自

治体も少なくない .

・災害時の対応状況に関する管理について,人的資源 ,

物的資源などの事項について,所定の様式で個別に管

理 している団体は全国平均 して 5割程度の団体である

また対応状況に関 して情報システムなどにより集中管

理 している団体はほとんどない .

b)今般明らかとなった事項 (課題)

。わが国の都道府県レベルでは,会議機能をもつ 「本部

室」に整備の重点が置かれ,「本部事務室」の専用室

としての整備は極めて低い.

。また「本部室」,「本部事務室」の運用に関わるマニ

ュアルの整備率はいずれも低調で, さらに「本部事務

室」を転用としている団体の「本部事務室」運用マニ

ュアルの整備率は特に低く,災害時の「本部事務室」

の運用や具体的な空間整備のあり方が定まつていない .

。「本部事務室」は,情報 。指令機能を有している団体

が複数みられたが,そ の他の機能については共通性が

見られない。なお全国47都道府県中15団 体しか「本部

事務室」を有していない現状を加味して考察すると,

わが国の自治体において「本部事務室」の機能に,共
通の考え方が存在していない.ま た,「本部事務室」

は,本部員や本部連絡員を一元的に集約し,効率的な

連携・調整などを通じて対応の迅速化をはかるなどを

可能とするスペースとしての性質ではない.さ らに,

人的資源,物的資源や災害時の対応活動状況に関わる

情報を直接本部で集約する機能は,ほ とんどない。

5.災害を経験した自治体におけるEOCの運用実態

(1)災害対策センターの運用実態調査の概要

近年,大規模な災害に見舞われた地域で,かつ,対策

本部を設置 し,臨時の組織により災害対策活動を実施 し

た自治体を対象 として,団体による応急対応期の活動状

況について焦点をあて,大規模災害時の災害対策センタ

ーを構成する機能 と空間配置やその運用実態等に関する

調査を行つた.なお本調査では,自 治体のセンター整備

の現状を踏まえ,まず,専用のセンターを有 しない市町

村 レベルの団体の運用実態を把握すべく,対象を選定 し

た。調査の概要は以下のとお りである.

a)調査の目的

大規模災害時における災害対策センターの運用実態 ,

センタニの空間配置,機能及び利用状況の把握

b)調査の対象

調査対象地は以下の2団体である。
。新潟県小千谷市   .
・新潟県三条市

なお,調査対象地の概要,対象地を襲った災害と被害

の概要は表2に示すとお りである

c)調査方法

現地ヒアリング調査 (面接法)

d)調査内容

災害対策活動中枢拠点の運用実態に関わる主なヒア

リング調査項 目は以下のとお りである.

①災害対策センターの整備・運営に係 る事前準備状況

・施設の整備,設備の整備状況
。災害対策本部の設置基準,設置の基本配置の有無

・災害対策本部の設置,運用マニュアルの有無

②災害対策本部の設置,運用の実態

・本部設置時期,設置場所
。本部設置,運営の考え方
。本部設置空間の構成,空間規模
。本部を構成する人・物

・本部運営状況の概要

③中枢拠点の整備,運用面で明らかとなつた課題

④災害対策本部の構成・機能の状況と今後の方向



表2 調査対象地の概要,対象地を襲うた災害と被害の概要

12日 夜から新潟中越地方等に降り続いた豪雨は,13日 朝から昼過ぎにか

け,三条地域,長岡地域を中心に非常に激しい降雨をもたらした 13日 の

日降水量は三条市西裏館 (消防本部)で 217mを観測,過去の最高降水

記録を更新
○河川の破堤等:   

‐

信濃川水系の五十嵐川や刈谷田川,中 之島川の堤防が 1lヶ所で決壊 ,

。螺 饉 そ肇 事証 瀑蠣 1話 ら

・人的被害
死者 9人 ,重症者1人

・住家被害
全壊 1棟,半壊 5,281棟,一部損壊1棟

○震央 新潟県中越地方
(北緯 37度 17分 ,東経 138度 52分 )

○震源の深さ13 kln,規 模マグニチュード68
0小千谷市の震度 :震度 6弱
○主たる被害状況 °

'° (平成 18年 1月 末現在)

[0は小千谷における数値を示す]

・人的被害
死者 59人 (17)

重症者 636人 (120)

軽傷者 4169人 (665)
・住家被害

全壊 3,175棟 (622)

(2)調査結果から明らかとなった事項

a)運用実態調査結果の概要

運用実態に関する小千谷市,三条市それぞれの団体ヘ

の聞き取り調査から得られた事項について整理したもの

を表3に示す。また調査を通じて把握された小千谷市,三
条市における応急対応期の災害対策本部 (以下,「災対

本部」とする)設置時の基本的な配置状況図をそれぞれ

,図 4,5に ,災対本部の配置構成とその主な役割を示した

ものを表4,5に示す .

b)調査結果から明らかとなった事項

小千谷市,三条市からの聞き取り調査結果,及び,災
対本部の配置状況から認められる事項について整理する.

なお,調査対象とした小千谷市と二条市では,発生し

た災害が異なるため,災対本部活動の重点には相違はあ

るが,災対本部設置レベルの大規模な災害発生時におい

ては,災害種が異なっても本部の機能や本部を構成する

各組織の役割には共通性があるため, この点を踏まえて

分析,整理した。

①本部設置の場所,空間規模

小千谷市,三条市のいずれも常設 (専用)の災害対

策センターを有していない。そのため両団体とも常設

でかつ,可変可能な空間に災害対策本部を設置し,本
部の運営を実現している.小千谷市では,食堂(約 100

ぽ)に本部を設置しており,空間規模に対して,若千の狭さ

を感じているものの機能面に問題はないとのことであ
った.ま た三条市では,常設の会議室 (約 180ポ)に設置
しているが,そ の大きさは災対本部の運営を行 う上で十

分であつたとの認識である.

この結果からは,必要に応じて柔軟に改善できる自

由度の高い場所であれば,仮設的であっても災害対策

本部を設置し:ま た,団体の規模や対策活動の規模に

よって異なるものの,地方自治体ならいずれの団体で

も有している会議室のようなスペースで,一定の規模

が確保されれば,本部機能は確保でき,十分運営可能

であることが示されている.

②災害対策本部の構成の特徴
聞き取 り調査の結果,配置状況図 (図4,5),及び ,

構成・業務 (表 4,5)の 表からも明らかなように,災対

本部の配置構成は,それぞれの団体で全 く異なる.

小千谷市では,市の災害対策本部員 (以 下,「本部

員」 とする)に予め付与されている役割を重視 し,応
急対策業務を実施する上で,よ り優先度の高い業務の

役割を担 う本部員等 (補佐者2～ 3名 を含む)と 防災関

係機関が事務を遂行するための空間として,災対本部

を構成 している.

一方,三条市では,応急対策上必要 となる業務遂行

に必要なスペースとして,情報センターや電話対応 ,

広報,住民対応窓口,民生などそれぞれのための事務

スペースを確保 し,それぞれの業務に関連する災害対

策要員 (ス タッフ)を配置する形態をとり,本部会議

スペースを併用 して,災対本部を構成 している.

なお,それぞれの団体の災対本部構成上の共通事項

は,本部内で情報の集約 。管理の専用スペースを確保

していることがその一つ としてあげられる.ま た,い
ずれ も災対本部そのものは,本部会議 を主体 とす る

「本部室」のような機能が重視 されているわけではな

く,む しろ,災害情報の収集・処理・伝達,災害対策

活動全般の対応を行 う「本部事務室」 としての性格が

強いことがわかる。

③災害対策本部の運用上の特徴
小千谷市では,組織各部の責任者である本部員或い

はその補佐者のいずれかを常駐配置 させることにより,

それぞれの部門で次々と発生する問題や対応ニーズに

対 して災対本部内で集約 している.ま た災対本部内の

組織間でその問題や対策需要に関する事項の共有をは

か り,必要に応 じて調整をはかるなどしながら,意思

決定を実現 している.責任者の常駐により,指揮・調

整・連携面の迅速化,効率化をはかつた運営を実現 し

ていることがその特徴といえる.

二方,三条市では次々と対応が求められる被災者や

避難者など住民対応に主眼をおき,常時,そ の関係職

員を本部に配置 し対応を継続 している.市民 との直接

対応を,元化 し,その対応の迅速化,効率化はかつた

運営を実現 しているといえる。

先に示 した災対本部の配置構成の相違 と同様,それ

ぞれの災対本部の体制や運営上の特徴は全 く異なつて

お り,こ の点においては共通点は見られない。これは ,

わが国の災害対応面における運営組織形態や,災対本

部の空間構成に共通性のある体制や仕様が存在 してい

ないことを運営実態の側面からも確認するものとなる.

但 し,いずれの団体も次々と発生する対策ニーズに対

して,迅速かつ適切な対応を行 うための柔軟な体制が

本部に集約 され,運用がはかられている点では共通性

が見られる.             _
④災害対策本部の構成と運営状況,課題

聞き取 り調査の結果か ら,小千谷市での災対本部内

での活動においては,災害発生当初から情報が一元化

されたのは判断,意思決定を行 う上で効果的であ り,

また,本部に各部の責任者が常駐 しその場で各部間の

調整や担当部門への指揮を行 うことができたことは ,



迅速な対応や効率的な本部の運用を図るうえで有用で

あったとの意見が聞かれた .

しか し,災対本部 と災対本部会議の場所が別々であ

ったことなどから,本部会議で決定 された事項が十分

本部に伝わらなかったことや,災対本部と通常の執務

室で仕事に従事する職員との間での情報共有が十分で

なく,各部が実施している活動状況などを十分本部で

把握しきれなかつたことなど,相互の情報の授受や対

表3 対策本部の空間構成及び運用実態聞き取り調査結果の概要

ヒアリング項目 小千谷市 三条市

1)

事前の

準備状
況

①施設 の
整備状況

・本司
`会

議至ヾ不司S事務三,通lp・ 不ツトワーク至など
災害対策上の中枢機能となる専用スペースは設けてい

ない.

・災害対策本部は既存の会議室べの設置を事前に計
画 化 .

・不樹
`貸

議至マ不樹
`争

務至など火吾河束寺の甲継
機能に関わる専用室はない (気象等の情報は,防
災室で把握できるようになつている。)

。災害対策本部室の設置は,既存の会議室等の利用
を考えていた.

② 本 部 の
設置,基本
配 置 の有
盤

・本部の設置の基準に関しては,地域防災計 181に定め

ている.

・災害時の会議室使用計画,災害対策本部設置基本図
をマニュアルに規定

・災害対策本部の設置の基準に関しては,地域防災

計画に定めていた。

③ 本 部 の

設置 。運用
マニュアル

の有無

・1地震等災害時における処理マニュアル (半成 13年 4

月)」 を整備 しかし,災害対策中枢拠点の運用という観
点から,そのオペレーションに関わるマニュアル等は存
在していなかった.

713水害発生以前までは,本部の基本配置やオペ

レーションに関わるマニュアルは整備していなかつ

た.

本部の

設 置 ,

運用の

実態

設
場

椰
時期

，

①
置
所

・発災当初は,近傍の消17」 者前に災署対策本部を設
置。(午後 6時 40分設置)

・23日 23時頃,庁舎lFの食堂に空間を確保し,本部を
移設
・事前の計画では庁舎 4F会議室を本部の設置場所とし
て想定していたが,危険への不安と内部の損壊状況か
ら,設置場所を変更

・13日 午前 9時 00分 ,庁舎 3階応接室災害対策本
部を設置 .

。その後,庁舎 2階大会議室に本部室を移設 :

② 本 部 設
置,運営空
間配 置 等
の考え方

。本部で迅速に状況を把握し,意思決定を行うために,

あらゆる情報収集,管理を行えるようにする
・事前に設置計画はあつたが,あまり参考とはせず,応
急対策の実状に併せ,柔軟に空間を配置する.

・大小様々に発生する対応ニーズを把握し,調整・連携
を図り,迅速かつ効率的に対応するための運営を行え
るように.段階的に,配置を改善した.

情報収集の-7E化 ,情報共有をはかり,情報を集甲
管理できるよう空間を整備
市民等からの問い合わせを直接行えるよう,電話受
付を整備するとともに,市民対応の窓日も設置する
組織を構成する各班の対応状況等を一元的に集約
できるようにする.

本部会議が実FI‐ できるよう会議スペースを置く.

③ 本 部 設
置 空 間 の
構成,空間
規模

・災害対策本部の配置は図4のとおり.その規模は,約
110雷 (縦 14m× 横 7.8m程度)である
。情報活動用スペース(情報財政班),応 急対策実施
上,緊急性,重要性が高い任務を持つ主な災害対策
本部員及びその補佐者用スペース,県 ,自 衛隊,警察
用の各スペースを確保し,各要員の事務室として構成

・なお,本部会議は,庁舎 4階の会議室を空間として確
保1 孝rで室怖

・ 火 舌 対 東 不 部 の EII直 ほ 凶 bの とお り.ての 規 模 は ,

約 180ピ (縦 18.55m×横 96m程度)である_

・本部会議,民生班 (避難所運営,物資等の配分等
に関わる対応),情報センター (情報収集・整理・分
析),電話受付,自 衛隊,広報 (マスコミ対応が本部
活動に影響を与えるため後に本部外に移設)の各
スペースを確保し,災害対策本部を構成

④ 本 部 運
営に関わる
人・配備し
た設備

・災吾珂東不樹
`長

t巾長り,日J不樹
'長

t切便り,総務,lH

報財政,土木建築,調達,民生,市民衛生の各部長と
それぞれの部員の補佐者 (スタッフ),関係機関である
自衛隊,警察,県の調整権者により全体を構成

・PC,プリンタ‐,電話,コピー機,FAX,TVを設置.PC
はインターネット接続  |

・衛星携帯をN宵 より無偕貸与.

総 含 収 本 部 ,総務 濁S,巾 氏 部 ,栓携 司
`の

珂 東 晏 貝

(スタッフ)を中心として,本部の運営を実施 .

対策本部会議は,災害対策本部員である各部長で

構成 .

PC,プリンター,電話,コピー機,ⅣⅨ,TVを設置 ,

PCはインターネット接続

運
特
て

「Ｄ
¨

∪
営
徴

。各部の本司S員或いはその本岡
`員

の葡佐看 t課長級十

他 計2名程度)のいずれかを常駐させることを基本とし

て,常に調整・連携を実施,対応できるようにした.

・被災者や避難者などの住民対応を迅速かつ適切に
実施するために,常時,その役割を持つ部門の担
当者を本部に常駐してもらい,対応にあたった。

3リ

中枢拠点の整備 ,運
用面で明らかとなった

課題

。多くのIIn貝 ほ週Iの訊務至 C業務を実施しCおり,て
うした職員と本部室の職員とが,同 じ情報を共有でき
ず,対応の認識に違いが生じた
・災害対策本部での決定事項,本部で把握された情報
や判断事項などの組織内への情報提供や各課が執務
室で行っている業務実施状況の本部への集約などは,

不十分であつた (情報管理方法を定め,イントラ化・メ
ールなどの利用により,共有化を図る必要有)

。担当の本部員が対策本部にいないことにより,調整や
意思決定が上手に機能しない場面があつた
・被害情報,対応状況に関しては,当 初は紙に書き出
し,壁に張り出すことが精一杯であった。情報管理とい

う面からは,PCで効率的に取りまとめ,ネットワーク化な
ガかl■かス:ス車がふス

・住民対応に主眼をおいた対策本部の構成により,

本部が住民窓日の中枢拠点となり,災害対応に必

要な各班間の調整や連携を十分果たす為の機能を
有していなかった

。災害対応には,多くの部課の職員が関係したが,そ
のほとんどが,通常の執務空間で業務を遂行してい
ることもあり,本部との各部課での調整や対応状況
の管理などに機能しなかった面がある

(本災害の教司1を踏まえ,三条市水害対応マニュア
ルを整備 災害対応に従事する職員個々人の役割
まで明確イヒ.)

4)

今般の本部の構成・

機能の状況と今後の

方向

・災雷対策本田
`と

しての規模については,右十狭さを感
じたものの,最低限の機能は確保できたと考える.

・あらゆる情報が集まったが,初動期に情報が一元化さ
れたのは判断,意思決定を行う上で良かった
・災害対策本部に各部の責任者が常駐し,その場で各
部間の調整や担当部署への指揮を行えたのは,迅速
な対応,効率的な本部の運用を図るうえで効果的.各
部長,補佐,連絡要員がいることが,本部活動上では
望ましい.

空間の規模に関しては,まつたく問題はない.

情報の一元化と本部内の職員間の情報の共有化が
はかることができた.

より迅速かつ効果的に災害対策活動を実施できるよ

う,教副1を踏まえて災害対策本部の配置計画を行
い,配置図(図 6)を整備 対策活動を実施する各部
専用のスペースを設け,情報連絡員 (スタッフ)を配
置し,災害対策本部内で事務と連絡調整を行えるよ
う計画
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図4 小千谷市災害対策本部の配置状況図 (応急対応期)
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図 5 三条市災害対策本部の配置状況図 (応急対応期)

応状況等の管理が十分でなかった面が指摘 されてお り,

災対本部外 との情報の共有化や情報管理の徹底方策が

今後の課題 とな り,PCな どを使った情報管理 とメール

機能の活用による情報の共有化をはかるなどの対策案

が考えられている。

一方,三条市では,災害対応に関わる多くの職員は ,

通常の執務空間で業務を遂行 してお り,本部 と各部課

での調整や対応状況の管理などが機能 しなかつたとの

課題をあげている.なお,こ の課題については,いず

れの団体も共通 している。

この他,住民対応に主眼をおいた災対本部の構成に

より,本部が住民窓口の中枢拠点 とな り,災害対応に

必要な各班間の調整や連携を十分果たす為の機能を有

していなかったとの反省から,二条市では,災対本部

の体制上,運営上の教訓を踏まえ,訓練を通 じて本部

の配置図を改善するとともに,「三条市水害対応マニ

ュアル」を整備 し,災対本部の配置構成要素に役割を

定めている。三条市が新たに計画 している災対本部配

置基本計画図を図6に ,災対本部を構成する要素とその

主な役割を示 したものを表6に示す.ヒ アリングを通 じ

て示 された改善の特徴は,本部組織を構成する各部の

担当者が本部内に配置 され,執務空間で実施する業務

と本部 との連絡調整を行い,本部内での各部の機能を

強化するとともに,全庁的な対応を視野に入れ,本部

の指揮機能の充実 1強化を図つている点があげられ ,

また,外部機関との連絡調整機能を確保 し,調整・連

携面の強化をはかり,各部による対応全般状況を一元

的に管理していること,統括担当をおき災対本部全般

表 4 小千谷市災害対策本部の構成・業務

表5 三条市災害対策本部の構成 `業務

の調整機能を高めることに重点がおかれていることが

あげられる

(3)災害対策本部の機能と空間特性

わが国にICSを 導入するにあたつては,わが国の危機管

理体制の現状 とともに,災対本部で発生する業務や本部

の使われ方など実際の危機対応の実態を十分踏まえて ,

その導入の可能性を探 り,その方向をあきらかにするこ

とが重要である.こ こでは,ICSの導入の可能性を具体的

な対応の状況から検討するとい う観点から,まず,小千

谷市,三条市の各災対本部で発生 している業務を,米国

型のICSが 必要 としている5つの基本的な機能 (業務)と
の関係から区分整理 し,明確化することとした .

また,続いて,小千谷市,三条市による本部空間の有

する機能を,1米 国型EOCの有する空間の機能 と比較検討 し,

その特徴を明らかにした

なお,小千谷市,三条市のいずれの災対本部も単T空
間内に設置されてお り,米国型EOCの ように,指揮司令室

(SituatiOn room)を おき,それを取 り囲むように独立

した諸室を配置するような形態 とはなっていない.そ の

ため米国型EOCと の比較検討においては,あ くまで災対本

部空間がどのように使われ,どのような特性が発生 して

いるかを整理 し検討の基本においた また,上記のとお

り,三条市では災対本部の配置計画を改善 している.貴
重な経験をもとに策定 された計画は,自 治体の災対本部

のあり方を具体的に示 した貴重な一例でもあると考えら

れるため,ICSの導入の検討にも参考となる.よ つて,災
対本部に係る検討にはこれも加えた .

。本部長不在時の本部長代行

・庶務・広報・動員・車両に係る

・被害調査・税の臨時措置に係る事項

・公共施設の被害状況,復 1日 に係る事項

・ 罹災者の避難等に係る事項

・救護本部,救護所の設置に係 る事項

・応急食料の確保,衛生管理に係る事項

.備nt収 集 ・処 理・ 集利 分 tlT・ 官理

.各機 関が実施 す る活 動 の調 整・ 連携

・物資の確保・配分・ 供給の総合窓口

・広報窓 日 (後 に本部外に移設 )

・ 市の実施す る災害対策活動の支援
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図 6 三条市災害対策本部配置計画図 (新 )

a)災害対策本部業務の機能区分

小千谷市では災対本部を構成する各部の長 とその補佐

者が本部内で業務を管理するという形態がとられてお り,

表4に示 した主な業務が災対本部内で発生している.こ れ

をICSの機能 と照らし合わせると,総務部は広報の lま か ,

連絡調整や動員 。車両の管理にみ られる資源管理,ま た ,

情報財政部では情報活動のとりまとめとしての情報作戦

や財政措置など財務管理,調達部や市民衛生部は食料 。

衣料等の調達,確保など後方支援 としての資源管理,公
共施設の応急復旧を受け持つ土木建設部や罹災者の避難

等を行 う民生部は事案処理 といつた形で,それぞれ各部

の業務をICSの機能に区分整理できる.こ の結果からICS

の基本機能を複数にまたがつて担当している部 も存在す

るが,同 市の災対本部全体 としては,調整指揮,事案処

理,情報作戦,資源管理,財務管理 といつた 5つの基本

的な機能に係る業務が発生 していることが明らかとなっ

た .

一方,三条市では,応急対策上必要となる業務に応 じ

て,関係職員が配置 され,事務を遂行するとい う形態が

とられている。上記同様,それぞれが実施 した主な業務

(表5)を もとに比較整理すると,特に,情報の集約・管

理・分析を行 う情報センターと関係情報の受信を行 う電

話対応には情報作戦の一部,民生班には避難所対応 とい

う事案処理 と物資の供給など後方支援に係る資源管理の

一部といった形で,それぞれの役割をICSの機能に区分整

理できる 同市の災害対策本部には,事案処理,情報作

戦,資源管理 といつた3つ の機能に係る業務が発生 してい

たことがわかる.

次に,三条市の新たな災対本部の配置状況について整

理する。これまでの比較 と同様に,それぞれの業務の役

割 とICSの 基本機能を照らし合わせると, リエゾン (連絡

担当),事案処理 (福祉 。消防 。経済・水道・建設の各

班),資 源管理 (教育 。市民班),情 報作戦 (記録担

当 。統括担当),指揮調整 (本部長・副本部長 ,本部員

及び統括担当)と いらた 4つの基本的な業務が発生する

ことが明確な形で,あ らわされている。

b)災害対策本部の空間が有する機能

本部の使われ方については,小千谷市では災対本部内

の各部の対応状況を常時把握・管理 し,連続的に発生す

る対応を要する事項に,その場で判断,意思決定 し,対
応の方針を明示 している.ま た,本部内は,各部で発生

する業務,事案に対 して災対本部全体で調整をはかつて

いる.こ の点を米国型EOCの有する空間機能 と比較すると,

指揮 。調整官が常時配置 され,事案処理,資源管理,情

表 6 三条市災害対策本部構成・役割

報作戦の各部門の担当者 との継続的な調整を通 じて ,

次々に発生する事案への対応を実施 し,迅速かつ適切な

意思決定を行 う米国型EOc内 の指揮司令室 (Situation

room)が有する機能,形態 と類似 してお り,小千谷市の

災対本部がこれ と同様の機能を有 していることがわかる。

また,小千谷市では,各部の長 らは,本部内でそれぞれ

の部門の対応状況の管理を行い,かつ,通常の執務室で

実施 している各部スタッフに対 して業務の指示を行つて

いる つま り災対本部では,限 られたスペース内ではあ

るものの,各部の責任者 らが事務の一部を遂行する場 と

もなっている。この点においては,米国型EOCで は事案処

理,資源管理,情報作戦などの各機能毎に専用の小部屋

として独立 した事務スペースが確保 されているため,空
間形態上の相違点は存在 している.しかし,米国型EOCの

各諸室が有する執務室の機能が災対本部内の各部のスペ

ースで限定的に実現 しているといえる。

一方,三条市では,先に示 したとお り情報管理を行 う

情報センターを置き,住民の直接窓 口として電話対応ス

ペースを,ま た避難所の運営支援 として民生班スペース
,

市民への情報提供 として広報スペースを設け,そ の役割

を持つ担当者を本部に常駐配置 し,運営 している.

この点を米国のEOCが有する空間構成 と比較すると,災
対 本 部 全 体 と して は ,米 国 型 EOC内 の 指 揮 司 令

(SituatiOn room)室 にみ られる指揮調整を行 うような

場 としての使われ方ではない。あくまで,事案処理や資

源管理,情報作戦に係る事務の一部を本部内の限られた

スペースで実現 しているのが特徴である.

なお,三条市の新たな災対本部の配置図と本部で想定

している各班の役割を考察 し,同様に空間の使われ方を

整理すると,統括担当を置き,ま た,情報作戦,事案処

理,資源管理の専用スペースを同一空間内に確保 し,連
携 。調整 面を高めてい る とい う点では,指揮 司令室

(situation room)が 有する機能 と類似 してお り,ま た ,

各班に連絡員用の事務スペースを確保 し,そ のスペース

で事務を行えるようにしている点では,各機能に関わる

執務室を有する米国型EOCと 同様の機能が本部内で実現 し

ていることが見て取れる.  |
c)ま とめ

災害対応を実施 した小千谷市「 三条市を対象 として ,

災対本部内で発生 した業務内容を整理 したところ,それ

ぞれの災害対策本部の業務は,いずれもICSが 示す危機管

理の機能に区分できることが明らかとなつた .

また,三条市の新たな人対本部の計画も視野に入れる

と,米国型のICSが ,危機管理という観点から,必要な業

対

・重要事項の審議

・情報活動の状況分析統括に係る

・外部機関 との情報連絡に係 る

・広報に係 る事

救助法適用に係 る事項

・ 災害時要援護者に係 る事項



務として区分している5つの機能のうち,調整指揮,事
案処理,情報作戦,資源管理といつた4つ の機能が,災
害対応を実施した自治体における災対本部の業務として

発生している実態が明らかとなった。

次に,災害対策本部の使われ方について整理し,米国

型ECICの 個々の空間の機能やEOC全般の機能と比較検討し

たところ,小千谷市の災対本部の機能は,米国型EOCの指

揮司令室 (Situation room)の 機能と類似した機能を有

し,かつ,米国型EOCの各諸室が有する執務室の機能の一

部も兼ね備えた特性を持っていることがわかつた.また,

三条市の新たな災対本部配置計画も,小千谷市の災対本

部が有する機能と同様の機能の存在が確認できた.

6.結論

本研究ではわが国の危機管理体制や対応の実態に即し

た下元的でかう標準的な危機管理体制に基づく災害対策
センターのあり方について検討することを目的として,

わが国の災害対策センタこの整備現状を整理し,災害時

の災害対策センターの運用実態調査を行つた.ま た,こ
れに続いて実態調査結果とICSの 基本機能やその概念に基

づくEOCと の空間配置の比較を行つた。明らかとなった事

項は次のとおりである.

(1)わが国のEOCの整備・運用上の主な課題

①実際の災害対応を実施した自治体の災対本部の活動実

態からは,災対本部の機能として,本部会議機能を主

体とした場ではなく,「本部事務室」に該当する機能

の充実が必要であることが示されてい る。しかし,わ
が国の災害対策センターの整備実態からは,専用の会

議機能をもつ「本部室」に整備の重点が置かれており,

都道府県の 7割の団体が「本部事務室」を転用して整

備するという実態となっている.

②また,わが国では,災害時にどのようにセンターを機

能させ,運用していくのかを明確にしたマニュアィレ等

の整備が全般的に遅れており,さ らに「本部事務室」

運用マニュアルの整備率は特に低く,多 くの団体が災

害時の「本部事務室」のiE用 のあり方や具体的な空間

整備のあり方が定まつていない。 ‐

③わが国の「本部事務室」の構成,機能面を考察すると,

「本部事務室」に,情報・指令機能を有している団体

が複数みられたが,全般的には「本部事務室」の機能

に共通性が見られない。

④実際の災害対応を行つた自治体では,いずれも情報の

集約・管理のスペースを確保 しているという空間構成

上の共通点が見られたが,災対本部の空間の配置構成

や運営組織形態に共通性は見られない。

⑤災害時の情報収集に関して,人的資源,物的資源,対
応活動状況というた対応に関する情報を,システムな

どにより集中管理している団体はほとんどなく,本部

にて,常に最新の資源の運用状況や対応の活動状況が,

適切に管理されているとはとは言い難い.

以上の結果は,わが国において本部を構成する要素や

運営のあり方を示す共通概念が存在せず,ま た,標準的

な考え方が示されていないことによる課題といえる.な
お,災害対応における正確な意思決定には,被害に関わ

る情報のみならず,己の有する人的 。物的資源を把握し,

対応活動の状況の推移を見ながら,適切に判断を下して

いくことが重要であるが,現状の災対本部においては,

これらの把握を一元的に管理し,かつ, リアルタイムで

対応に関係する情報を提える機能は,未整備であり,今
後の大きな課題である.

(2)lCSの概念に基づく米国型 EOCとの比較検討を通じ

て明らかとなつた事項

①実際の災害対応を実施した自治体の災対本部内で発生

した業務内容を整理 したところ,いずれも米国型の

ICSが ,必要な業務として区分している機能に共通整

理でき,事案処理,情報作戦,資源管理といつた 3つ
の機能が発生しており,ま た,三条市の新たな災対本

部の配置計画との比較を加味すると,調整指揮をカロえ

た4つの機能が発生していることがわかつた

②災害対策本部の使われ方について整理し,米国型 EOC

と比較検討したところ, 自治体の災対本部の機能とし

て,米国型 EOCの指揮司令室 (Situation roo面 )の機

能と類似した機能を有し,かつ,執務室の機能の一部

も兼ね備えた特性を持っていることがみられた

③この結果は,ICSの示している基本的な機能が,わが

国の災害対策上の基本的な業務区分を明確化し,共通

的かつ標準的な区分概念となりうることを示している.

④同時に,ICSに基づく組織運営形態が明確に反映され

ている EOCの 空間概念が,わが国の災害対策センター

の機能を明確化し,標準的なセンターの整備,構成に

指針を与える上で参考になることが明らかである.

(3)提案:市町村レベルのEOCの標準的空間構成 (―例)

本研究の結果明らかとなった事項を踏まえて,ICSの 導

入ツールとして市町村レベルのEOCの標準的な空間構成を

一例として提案する(図 7).提案にあたつて,三条市が災

害対策本部を設置した空間の規模を例とし,三条市の対

策組織をモデルに,配置構成を行つた.ま た次の4点をわ

が国の標準的な対策センターのあり方を提案する上で,

十分考慮している.

①災対本部が持つべき機能として「本部事務室」の性格

を重要視した空間配置の標準系を提案することを設計

上の基礎とする.

②「本部事務室」の専用室としての整備が低い現状に加

え,専用室としての空間確保が困難である現実や整

備 。更新・管理にかかるコス ト面などの課題を踏まえ,

常設空間でも,充分配置,構成を可能としたものとす

る。また,既存の機器等の配備により,仮設的かつ可

変可能な柔軟性のある空間として構築する。

③災対本部の活動実態として,ICSの 基本概念で示される

指揮調整,事案処理,作戦情報,資源管理といつた機

能が発生していることを踏まえ,これらの機能を標準

仕様として配置に明確化し,各スペースで発生してい

る業務が認識しやすくなるよう位置づける。また,配
置の詳細には,行政組織の業務区分をもつて災害対策

上の役割が付与されているわが国の災害対策組織の現

実を十分踏まえ,業務にかかわる組織の役割に応じた

スペースを確保する。

④小千谷市の本部の配置が,迅速かつ効率的に対応する

ための運営を行えるよう,段階的に配置を改善したも

のであること,ま た,三条市の新たな災対本部配置計

画 (図 6)が ,教訓をもとに改善されたものであること,

それぞれの災対本部の機能が米国型EOCの 指揮司令室

(SituatiOn room)の 機能を備えつつ,柔軟に執務を

遂行できる場であったという特徴を鑑みて,同様の機

能,場の特徴を反映させるものとする.
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連絡調整(リエゾン)

図7 市町村レベルの標準的な EOC空間構成モデル (案 )
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(4)今後の課題

本研究においては,自 治体の災害対策活動の中枢拠点

となる災害対策センターに焦点をあて,そ の整備実態を

明 らかにするとともに,市町村 レベルの応急対応期の災

害対策本部の運用実態を明 らかにした。また,わが国の

自治体の危機管理体制の現状を踏まえ,効果的な運用を

可能 とする災害対策センターのあり方を検討 し,市町村

レベルの標準的なECIC空 間構成モデルの提案を通 じて,一
定の方向を示すことが出来た .

今後は,常設の災害対策センターを有する団体も含め,

都道府県レベルの災害対策本部の運用実態を明らかにし,

そのあり方を検討するとともに,初動期,応急対応期以

降など,時間的変化の中での災対本部の役割や配置状況 ,

及び,各時期の移行段階における変化などについても調

査 し,検討する予定である.

また,わが国で発生する危機事態時には,災害対応に関

わる多くの関係機関が,それぞれの組織の役割を充分に

発揮 し,総合力をもつて対応にあたることが重要である.

特に,災害の影響が広がる現地の最前線で対応活動を行

う警察,消防,医療,自 衛隊などの実働組織を管理 し,

運用 していくための現地指揮所 (現地災害対策本部)では ,

関係機関間で常に新 しい状況を効率的に把握 し,情報の

共有化,状況認識の統一を図 り,効率的な調整のもと効

果的な活動を行 うことが極めて重要 となる.よ つて,多
く関係機関が色濃 く関わる現場の指揮所空間の配置や運

用のあり方についても検討 したいと考えている.
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補注

(1)災害対策センターについて

わが国では,米国の EOCの ように,災害対応を行 う中枢施

設或いは中枢機能に関して,そ の共通の呼び名が明確に統

一化されていない.本研究では,自 治体が災害時に対応を

行う中枢拠点施設或いは中枢機能を有する空間を,ま た ,

中枢機能を有していない団体に対しては,災害対策本部を

設置する空間を,災害対策センターとすることとし,認識

統一をはかり,ア ンケー ト・ ヒアリング調査をお願いした

(2)配置図や配置計画図,パンフレット等について

先行論文ので報告した47都道府県,13政令指定都市を対象と

したアンケー ト調査では,調査票への回答をお願いすると

ともに,そ れぞれの災害対策センターにおける配置図や機

能に関わる図やパンフレット,及び,団 体が有する情報処

理システムの機能等を紹介した資料を提供頂いた 当該部

分の検討はこの資料を参照している
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